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第 1回 企業間取引将来ビジョン検討会議事録 

 

1 日時 令和 4年 11月 7日 (月) 14時 30分～16時 

2 場所 オンライン開催 

3 出席者 (五十音順、敬称略) 

 

【委員】 

 

井原 實    協同組合セルコチェーン 理事長  

浦川 伸一  一般社団法人日本経済団体連合会 デジタルエコノミー推進委員会 

企画部会長  

岡田 俊輔  株式会社東芝 執行役上席常務  

加藤勇志郎 キャディ株式会社 代表取締役  

加藤 良文  株式会社デンソー 経営役員  

越塚 登    東京大学大学院 情報学環・学際情報学府 教授  

齊藤 裕    独立行政法人情報処理推進機構 デジタルアーキテクチャ・デザ 

インセンター長  

坂下 哲也  一般財団法人日本情報経済社会推進協会 常務理事  

中林 紀彦  ヤマト運輸株式会社 執行役員  

堀 天子    森・濱田松本法律事務所 弁護士  

政清 秀樹  日新シャーリング株式会社 常務取締役  

三谷慶一郎 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所執行役員 

山下 邦裕  株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 執行役員  

山本 圭司 一般社団法人日本自動車工業会 次世代モビリティ委員会 委員長 

 

【事務局】 

 デジタル庁国民向けサービスグループ統括官（グループ長） 

  村上 敬亮 

 経済産業省商務情報政策局情報経済課アーキテクチャ戦略企画室長 

  和泉 憲明 

独立行政法人 情報処理推進機構 理事 

 小見山 康二 

 独立行政法人 情報処理推進機構 デジタルアーキテクチャ・デザインセンター 企業間

取引プログラムリーダ 

清水 宏通 
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○事務局 清水 

定刻になりましたので第 1回企業間取引将来ビジョン検討会を開催させていただきます。

本日はお忙しいところお集まりいただきまして誠にありがとうございます。事務局及び議

事進行を努めます、情報処理推進機構 IPA デジタルアーキテクチャ・デザインセンター

(DADC)の清水でございます。委員の皆さま方には、御多忙のところお集まりいただきまして

誠にありがとうございます。本日は、議事の進行の都合もございますため、早めの進行を心

掛けたいと考えております。 

 まず、開会に当たりまして、デジタル庁、経済産業省及び情報処理推進機構から御挨拶が

ございます。まず、デジタル庁の村上統括官より御挨拶いただきます。それでは村上統括官、

お願いいたします。 

 

○デジタル庁 村上統括官  

早速、御挨拶よりも資料の説明に入り、経産省とデジタル庁で一緒にこの研究会を開催す

る趣旨を、御説明させていただきます。 

 大きな原因と、急がなければならないことは、後ほど説明をしますが、海外の動き及び人

口減少が理由だと思っています。4R の事業ではございませんが、ガソリンスタンド四つが

三つでよいとなった時の四つ目のガソリンスタンドがいつ減るかというのは、常に撤退の

苦しみを生むと思いますが、日本の産業構造はこれと同じことを今後展開していくことに

なると思います。特に打撃を受けるのは、地域の中小企業です。それをカバーするためにも、

デジタル基盤が必要だという議論になってまいります。 

 次に、サーキュラーエコノミーについて。何を作っていても販売台数が増える時代では、

製造の長いバリューチェーンにおとなしく参入するのが合理的な選択だったので、ものづ

くり国家日本ができたのかと思いますが、国内の生産高が今後減少していく中では、このバ

リューチェーンは短くなるしかありませんし、ここにずっと居続けると、先ほど御紹介した、

じり貧ゲームのど真ん中にはまっていくことになるかと思います。したがって、嫌でもシェ

アードエコノミーの要素を持った、新しいバリューチェーンの組み換えは、放っておいても

進んでいきます。ここにいる皆さまには、もう釈迦に説法の話だと思います。 

 それを絵にしてみますと、3ページの通り、左側のこのような形でも安定的な縦型の、要

は取引相手がある程度 fix している取引関係というのは、国内の多くの企業がこれまで現

実に直面してきたものだと思います。これが右側のイメージにあるようなメッシュ状の取

引に今後、本格的に変わっていくということだと思います。例えば、取引のデジタル化とい

うことで申し上げれば、EDIで業界ごと標準化する、そして近年では中小企業標準共通 EDI

ができたということかと思います。しかし、もはや EDIの標準化では追い付きようのない取

引のメッシュ化が起きていき、どんどんサプライチェーンは短くなり、多様化し、さまざま

な方向での新しいサービスにどのようにしてついていくか、どのようにして新しいものづ

くりに耐えていくか、中小企業のレベルまで含めて多様な取引相手と柔軟にいつでも取引



3 

ができるという取引基盤を用意することが必要になる時代になるのではないかと思います。 

 少し駆け足の説明となり恐縮ですが、もう一つの要素があります。需要が供給に合わせた

時代から、需要が供給に合わせる時代に変わっていくと思います。乗客がバス停に来るバス

を待っていた時代から、車のほうが乗客を迎えに来ます。従業員が就業ルールに合わせた時

代から、従業員の暮らしに就業ルールが合わせる時代になります。消費者が店に買いに行く

時代から、物が家に届く時代になります。決められた学校に行くしかないか、アサインされ

た先生に学ぶしかないか、かかりつけ医に通うしかないかなど、需要が供給に合わせていま

したが、人口減少の結果、供給側が選択肢を増やせなくなります。バスの台数もドライバー

も増やせないときに、どのようにして多様化する需要に追い付いていくのかという意味で、

人口が増えるときは増やせるバスの台数の中で需要側への調整をかけてきました。今後こ

れが一切効かない時代になります。そのような意味でも、需要動向をリアルタイムでおさえ

られるような基盤を抑え込まないと、国内でいくら物を売っても利益率が得られないとい

う産業構造の時代がやってくるということを、これは示唆していると思います。 

 そのような時代の中で何が起きているかというと、人、モノ、データという流れが、デー

タ、モノ、人というように逆転すると思います。 

 ここで一つ、データスペースという言葉の仮定義をしてみようと思います。従来のサプラ

イチェーンと従来の商流は、生産者サイドが、需要動向を見ながらではありますが、生産数

量、製造数量を決め、販売数量を決め、そしてサプライチェーンに流していくという仕組み

だったと思います。その中で、結果として残った余剰在庫、空車、廃棄ロスといったデータ

を見て、また製造者のほうで商流に対する判断を変えていくという意味では、あくまでも供

給側の意思がモノの流れを管理していました。これは人口が増加する時代は、何を心配する

かというと、シェア争いはありますが、基本的には過小投資、過少生産をケアしなくてはい

けないので、供給側の意思が全体の流れをコントロールすることに合理性があったという

時代があったのだと思います。 

 海外のマーケットを除いて考えると、今後これが逆転すると何が起きるかというと、例え

ばコンビニでの生産管理を考えてください。同じお菓子屋さんがプライベートブランドで

供給する物品と、自分で売る物品と両方店頭に並んでいるケースがありますが、前者が圧倒

的に優勢となりつつあります。ここで起きていることは、需要側の購入履歴が自動的に生産

量を、もはやオートマティカルにコントロールしているという現実です。Amazonで言うと、

製造工場の製造指示までは出しませんが、Amazon で売りたいのだったらいつ、どこで、ど

れだけ納品しろという指示が、Amazon 側から来ます。そのようなことが既に現実になって

いると思います。購入履歴が自動的に、いつ、どこで物流に乗せるか、いつ、どこで生産を

するか、全部データサイドが自動的に決めていて、その結果、モノが自動的に動いていって、

その結果を人がフィードバックループとして正当かどうかをチェックするという順番で、

まさに Amazonでモノを買うときに翌日届くから選ぶと言う人がとても多いと思います。そ

のスピード感と、在庫の的確な管理に対して、価格競争力や品質の中身の問題で、もはや供



4 

給者側は太刀打ちできないという現実が、生活用製品を中心に徐々にあらわになっていま

す。コンビニの中で唯一供給者側の意地を出しているのは、私は食パンかなと思って見てい

ます。 

 そのようなものがどんどんと、ありとあらゆる産業分野に及んできます。このような形で、

いつの間にか、自分たちの暮らしはデータに支配される時代がすでに始まっていると考え

ています。 

 それを、P6 の上にあるデータスペースが、下にあるリアルワールドをコントロールし始

めているということで、後ほど御紹介しますが、ヨーロッパではこのようなデータのやりと

りをしているところだけを空間として認識をして、データスペースがリアルワールドを引

っ張っていくという世界観を示し始めていると、理解しています。 

 最後に、これをアクセル例とする要素があるのが次のページの P7です。社会的規制です。

例えば、今日もどこかで御紹介あると思いますが、CATENA-X が日本の自動車業界にヨーロ

ッパの作ったデータ連携基盤を使わないか、コネクタを使わないかという話をしているの

は典型だと思います。取引決済の DM、トレーサビリティ管理、皆関係してくると思います。

ヨーロッパがそれだけデータ連携基盤に対して動き出しているのは、実は左上のカーボン

ニュートラル、特にカーボンフットプリントの規制が 5年後に入ることが現実だとすると、

もう今からそれに対応しておかなければいけないから、やらなければいけないのだと、自分

が話した BMWの方は話していました。他にも、トレーサビリティ管理の品質安全、ミルシー

トなどの話、先ほど話したようなシェアードエコノミーへの流れ、それからインボイス制度

の導入、電子手形の廃止など、制度的要因のほうからも従前の商流とは関係なく、さまざま

な形での、取引のデジタル化が必要になってきていると思います。 

 従来で言えば、業界以外の人たちとやりとりをする機会があまりなかったので、業界独自

の EDIや独自の WEB-EDI、ないしはそもそももうアナログでいいと言う人たちが多くいたと

思います。今度は、例えば自動車修理工場がドイツの部品会社と直接、CO2排出量のデータ

を提供せよというように、これまで EDI が想定もしていなかったような人たちとデータ交

換をするニーズがどんどん出てまいります。そのときにこれを全部標準化のアプローチで

決着しようとしても、とても無理だということで、産業データ連携基盤のファンクションを

技術的にどのようにして実現していくかは、今後この研究会でも議論しながら、御指導いた

だければと思っています。とてもではありませんが、標準化では無理という中で、データス

ペースがこれからできていくエコノミーにどう向かうかということで、ヨーロッパが提唱

しているアイデアの一つが、このコネクタを介したデータ連携というものです。 

 このコネクタベースの動きの中では、コネクタ同士がデータフォルダを勝手に探してデ

ータ交換をしてしまうという、人が介在しないデータ共有の世界観を提示しています。当然

そのコネクタ同士がデータを勝手にやりとりするに当たっては、そのコネクタの正当性を

誰が認定するのかなど、経済安全保障上で問題のあるようなデータのやりとりが勝手に起

きないようにするために、誰がどのようにして介入するかといったことも含めた仕組み全
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体の問題になります。 

 それを、最後のページになりますが、次のページの P10で、ヨーロッパの場合は、GAIA-

X(欧州統合データ基盤プロジェクト)という産業界オリジンの哲学を語る人たちと、もとも

とそこに対する技術的アイデアを提供したフラウンホーファーがベースのインターナショ

ナル・データスペース・イニシアチブ(IDSイニシアチブ)のかたがたの議論が出てきていま

す。こういったコネクタとコネクタを認証する体系と、そのコネクタを運用する、業界ごと

のルールといったようなことをセットで、海外からすでに提案してきています。 

 日本の国内が、今すぐこれがなければ取引できないという状態があるわけではありませ

んが、例えば化学業界でリーチ規制が入った結果、中小企業の化学事業者はほとんど廃業し

てしまいました。下手をすると、それに近いようなことが、ヨーロッパ主導で起きてしまう

のではないかという危機感も持っています。この手の取組は、やるにしても数年または 10

年かけてじっくりと作っていくということを考えると、今、このヨーロッパのコネクタをベ

ースとした、産業用データ連携基盤の提案に対する日本のカウンターアーギュメントをし

っかりと進めていかないと、そのまま放っておくと、それを使うか、使わないかの二者択一

に追い込まれる恐れがあるのではないかということも、デジタル庁としては懸念していま

す。 

 この手の議論は、デジタル庁が観念的にアーギュを書くだけではなく、現場で使いながら

日本で使える技術としていくことが必要です。ヨーロッパの提案との相互運用性と、将来を

見込んだ現場で使える技術ということと、それを見越したしっかりとしたアーキ案、なぜそ

れが必要なのかという世界観を、この研究会で、識者の皆さんと議論をしたいと思います。

日本にはどのような産業用データ連携基盤が必要なのか、それはどのように使っていくも

のなのか、どの分野で最初に取り掛かっていくべきものなのか、それを支える技術はヨーロ

ッパと全く同じでいいのか、違うものなのか。違うものを作るとすれば、どのようにして相

互運用性は確保するのか。5年先、10年先の産業構造も見据えた先見性のある皆さま方によ

る議論が必要ではないかと思い、このメンバーで、齊藤センター長の下に集まっている状況

です。 

 ぜひお付き合いのほどよろしくお願いいたします。ありがとうございました。 

 

○事務局 清水  

ありがとうございました。続きまして、経済産業省商務情報政策局情報産業課、金指課長

より御挨拶いただきます。金指課長、お願いいたします。 

 

○経済産業省 商務情報政策局 情報産業課 金指課長 

経済産業省 商務情報政策局 情報産業課長をしております、金指と申します。情報産業課

は、今、半導体、蓄電池といった基盤的な先進技術につきまして、海外とも連携しながらど

のようにして国内で必要な基盤を確立していくかという、基盤的な技術レイヤー、それから



6 

5Gデータセンターから AI、スパコン、あるいは量子まで含めたデジタルハードインフラの

整備、さらにはクラウド、データ連携基盤から次世代のそのようなコンピューティング、ハ

ードウエアを効率的にマネージするような先端領域まで含めたデジタルソフトウエアのイ

ンフラ整備という、基盤技術、ハード、ソフトのこの 3層を一体的に政策として進めていま

す。 

 そのような中で大事なことは、将来に関する不透明さは増していると思いますが、できる

だけ具体的なニーズ、ユースケースを意識して、先ほどの 3層の政策を進めていくことだと

思っています。 

 サプライチェーンを広く巻き込んだ形での B to B領域でのデータ連携ということについ

ては、まだまだ未成熟で、また、日本企業については、ある意味二の足が踏まれてきたよう

な領域なのではないかとも思っています。そうした中で、例えば蓄電池、先ほど村上統括官

からもありましたが、蓄電池については、EU でカーボンフットプリントの議論、あるいは

アメリカも含めて人権といった議論も進んでいます。まさにサプライチェーンワイドでの

データ連携が不可避だという思いが民間の皆さまの中でも、国内外急速に進んでいると認

識をしています。経産省としましては、このようなリアリティーある案件を起点に、そこか

らどのようにしてデータ連携の範囲を広げていくのかということを考えていきたいと思っ

ています。そして、村上統括官からもありましたが、そのような議論を進めていく中で、リ

アリティーに基づいて EUとの関係も整理していくのかと思っています。 

 システムと実務、全体の整合性を取っていくことがまさに必要であり、そのためにアーキ

テクチャという視点で検討していくことが必要だと思っています。有識者の皆さま方から

役所に対しまして、このような観点、このような視点で政策を進めていくべきだ、あるいは

海外と官官ベースでこのようなやりとりを進めていくべきだといったインプットをたくさ

ん頂けますと、大変ありがたいと思っています。引き続きよろしくお願いします。 

 

○事務局 清水 

ありがとうございます。最後に、情報処理推進機構 IPA小見山理事より御挨拶させていた

だきます。小見山理事、お願いいたします。 

 

○情報処理推進機構(IPA) 小見山理事 

情報処理推進機構の小見山です。企業間のデータ連携の重要性、わが国の産業にとっての

有用性については、村上統括官、金指課長から御説明があったとおりです。この DADC、デ

ジタルアーキテクチャ・デザインセンターはさまざまなプロジェクトを抱えていますが、本

件は非常に重要なプロジェクトだと思っています。齊藤センター長の下、しっかりと取り組

んでいるところですが、IPA、情報処理推進機構といたしましても、このプロジェクトが成

功に至るようにしっかりとサポートしたいと考えています。 

 今日は委員の皆さんの活発な議論を期待しています。ぜひよろしくお願いします。 
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○事務局 清水 

ありがとうございます。続いて、本検討会の運営要領について説明します。 

 本検討会については、お手元の資料 1の通り、原則として、議事、議事録ともに公開とし

ますが、内容に鑑み、機微に触れる内容が含まれる場合などには非公開にする可能性があり

ます。また、事前に御案内していますとおり、議事公開のため、本検討会は YouTubeにてラ

イブストリーミングの配信を行っています旨を出席いただいた皆さまにおいては、あらか

じめ了解をお願いします。本検討会の庶務は、経済産業省およびデジタル庁の御協力を得て、

IPA、DADCにて処理します。本日は、何卒よろしくお願いします。 

 なお、本日、一般財団法人日本経済団体連合会の浦川委員は、遅れての御出席となります。

また、株式会社デンソーの加藤委員に関しましては、御欠席となり、事前にコメントをいた

だいていますので、後ほど紹介をいたします。それでは、経済産業省商務情報政策局情報経

済課アーキテクチャ戦略企画室和泉室長より資料 2「事務局提出資料」に基づき御説明いた

します。なお、御説明終了後、委員の皆さまによる自由討議を行う予定です。それでは、和

泉室長、資料２の御説明をお願い致します。 

 

 

○経済産業省商務情報政策局情報経済課アーキテクチャ戦略企画室 和泉室長 

経済産業省、和泉です。それでは、早速資料の説明に入っていきたいと思います。 

 まず、最初にデジタル庁村上統括官よりこの検討の必然性、重要性は、海外からの動向、

それから人口減によるインフラのダウンサイジングの重要性が理由だというお話がありま

した。さらに加えて、金指課長からは、その産業面の具体的なニーズをどのように捉えるの

かというお話があり、その部分を、事務局なりにまとめましたので、資料を使って御説明差

し上げたいと思います。 

 最初に、今日の主な論点です。本件、当検討会の位置付けをお話した後に、1として、ま

ず産業戦略です。どのような産業戦略、あるいはその方向性、目指すべきかという説明を差

し上げた後に、委員の皆さまがどのような危機感をお持ちかというところも合わせて、コメ

ントをお願いいたします。二つ目として、先行的に取り組むモデル分野はどのようなものか、

特に委員の皆さまは、どのような点において加重すべきか、というような観点でコメントを

お願いします。それから三つ目です。具体的なアーキテクチャを論点にして資料を作成して

いますが、アーキテクチャそのもの全体に関しては、多少なりともアートに関するところが

ありますが、具体的にはどのようなデータモデルを対象にするのか、あるいはどのようなデ

ータの IDをトリガーとするのか、アンカーとするのかというようなところを御議論いただ

ければと思っています。 

 それでは、まず本検討会の立て付けというところで、次のページを御覧ください。これは、

デジタル社会の実現に向けた重点計画、閣議決定文書の一部抜粋です。特に、この検討会は、
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その赤の文章の初めにありますが、契約から決済に渡る取引全体のデジタル化を対象にし

ながら、その後、データ連携を可能にするというところを重点的に議論して参りたいと思い

ます。データ連携を可能にすることとしては、グローバルにサプライチェーン全体を強靭化、

最適化、あるいはその先、カーボンニュートラル、経済安全保障、あるいは廃棄ロス、トレ

ーサビリティなどというところで、産業面の具体的なトピックを例示しながら、しっかりそ

の対処として進めていきたいというところで、次の 4 ページ目がそのスキームとなってい

ます。 

 本日も村上統括官にお越しいただいていますが、司令塔たるデジタル庁を中心に、その主

催で経済産業省がデジタル庁と連携し、その他関係省庁とも連携しつつ、この下の IPA、デ

ジタルアーキテクチャ・デザインセンターで検討会にて皆さまの産学の意見、場合によって

は官の皆さまの意見をまとめながら、企業間取引プログラムという形で進めていくという

ところが決まっています。 

 6 ページ目がその対象です。あくまでも Society5.0 の実現に向けては、このサイバー空

間とフィジカル空間の足し算を、いかに高度に融合するのかという対象が企業間取引とし

ての重要なところだと考えています。その際に、単純な目先の作業を効率化するということ

ではなく、しっかりその産業のゴールを出していく、その際に、既存の延長でものを考えて

しまうと、システムをそれぞれ個別に API と API をつないで毎回データを取り出すために

専用ソフトを実行しないといけないということになりかねません。これに対して、実際最適

な目指すべき社会システムはどのようなものか、その際に、どのようなエンジニアリング、

今のシステムとのギャップを埋めて、どのような社会を作っていくのかを目指すというと

ころが重要と考えています。 

 お配りした資料の 5 ページでは、Society5.0 というラベルを振っていますが、ここがあ

るべき社会システムを目指すというところで、資料を書いています。 

 次に、7ページより、産業戦略の方向性というところを出していきたいと思います。それ

から、お手元の資料の 8ページを御覧ください。ぜひともここで皆さま方の、各委員のお立

場で、危機感あるいは具体的な必然性、必要性についてコメントいただければと思いますが、

ビジョンあるいは産業戦略の方向性をどのような論点で議論すべきか、ということで、1か

ら 6 まで論点を書き出しています。そのうちの 1 と 2 が、今日皆さまに御議論いただきた

い点です。一つ目は、産業戦略を具体化する際に、どのような論点で、例えば重点を置く価

値提供や競争優位性をどう具体化するのか、あるいはそれを具現化していくのか、あるいは

社会課題の要請などにどう対応していくのか、あるいはその際のインフラ整備をどうする

のかというところです。それから二つ目は、その中での特にサプライチェーンあるいはカー

ボンニュートラルなど言っても抽象論になりかねません。そこで、金指課長からもコメント

がありましたように、具体的なニーズとしてどのようなモデル分野に取り組むべきか、とい

うところを今日は論じていただければと思います。 

 社会システム、Society5.0 あるいは新しい社会システムが必要といったところで、ドイ
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ツなどでは、最初に村上統括官から紹介があったとおり、GAIA-X 的な、哲学的なところ、

あるいは IDS というような検討会が海外で進む中で、わが国でリアリティーのある具体的

なニーズ、重点を置く価値提供は何かというところで、上段の社会課題解決あるいは技術・

人材の育成を中心に、人の生活中心というところは外すべきではありませんが、下の緑の部

分、その生活者たる人だけではなくて、エンジニアがどのような社会システムを作るべきか、

その際に生活などの経済活動、社会活動をどのように連動させるのかというところが、産業

全体のデジタルトランスフォーメーション並びに経済成長というものを同時にもたらさな

いと、絵に描いた餅あるいは抽象論にとどまってしまうということを書いたポンチ絵が 9ペ

ージです。これをもう少しシステム的に、少しだけ因数分解したものが、次の 10ページで

す。 

 具体的には、サイバー空間とフィジカル空間を連動させる主たる意図は、最初の村上統括

官からの、資料の 5ページにあったとおり、データが実物経済を先行していくというイメー

ジで、このポンチ絵の一番下の層、フィジカル層の経済活動あるいは人の活動がデータで表

出したときにシステムがどんどん先んじて動いていくという、データが集積されて解析さ

れるという中で、人と生活、あるいは経済活動とデータがどう連動するのかというところが

論点です。これをしようと思うと、今のシステムではどのように駄目なのかということを書

いたのが、次の 11ページです。 

 例えば、サプライチェーンごとの取引、あるいは OEMの系列によって強いところ、弱いと

ころ、あるいは産業分野でも強いところ、弱いところが当然ながらありまして、これからメ

ッシュ状という産業構造に変わったときに、この OEM などをまたいだ瞬間に急につながり

にくくなる、あるいは大きなところに片寄せするということが、これまでありました。これ

が、長期安定する仕組みとなり、長期安定の中で大きなところに寄せるのはいいのですが、

この右側、データを把握、判断して、しっかり OEMあるいは取引系統をまたいでつながるよ

うにしようと思えば、そのアプリケーションごとに毎回改修するのではなくて、データ連携

という割り算になるようなインフラをしっかり整備して、そのつながるというところが軽

微な、ライトウエイトなアプリケーションになり、使い勝手がよくなるという考え方も一つ

あるのではないか、結果的にビジネスが自立的に好循環する仕組みというものが、データを

共有するようなインフラの中でどのような競争環境になるのかというところが一つ論点か

と思っています。 

 これをもう少し書いたものが、12 ページです。需要と供給のトリガーあるいはドライバ

ーが逆転するという話を村上統括官からしていただきました。人、モノ、データの順ではな

くて、データ、モノ、人となるというような産業構造を見たときに、この左側の従前のよう

な利用者と提供者、あるいは OEM がサプライチェーンの下流に向かってデータを求めてい

く、あるいはモノを求めていくようなことをやっていると、なかなかシステムあるいは横串

に刺すというところがうまく機能しない中で、プラットフォーマーが間に刺さってきて、個

社名は挙げませんが、ある SaaS的なプラットフォームが幅を利かすということが起こりか
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ねません。それに対して、右側は、しっかり利用者、提供者をフェアに並べて、間のデータ

提供、データ連携をしっかり挟むことによって、サプライチェーンの末端あるいは川上企業

に過度の負担がかからないようにという辺りをどのようにしていくかということが論点か

と思っています。 

 これをもう少し今日の論点として構成要素を考えたものが次の 13ページです。将来ビジ

ョンをあくまでも構成する要素として、例えば右側のサイバー空間の中にもデータ連携、デ

ータがたまる仕組みと、上のデータを利活用する仕組みをどのように連携していくのかと

いうところが論点かと思っています。また、そのデータ連携の中にも計画系のデータと実行

系のデータはしっかりリアルタイムにたまることによって、どのようなコーディネーショ

ンが起こるのか、そして今度はそれが経済環境、経済活動、あるいは取引環境として、受発

注や請求のデータと決済のデータがどのように連動すれば、より正しいリアルタイムの社

会システムができあがるのか、その中で、日本の強みである現場力というものは、どのよう

なエンジニアリングとして新しく生まれ変わるのかという辺りが論点ではないかと思いま

す。今回は、これはあくまでも構成要素の素案であって、全体としてまだ絵が描けている範

囲ではございませんが、データ連携としてどのような形があれば、その利活用として社会課

題解決、経済成長につながるのかという辺りを今後メンションしていくということかと考

えています。 

 次の 14ページです。これが、途中でもありました環境要請のようなものとして出ていく

ときに、社会課題として、まずこれからの線表を具体的に見ていくと、現在私たちが将来ビ

ジョンの検討会という中でしっかりとビジョンを出していきながら、SWIFT あるいは

ISO20022対応というようなものを見ながら、インボイスの制度開始、あるいは脱炭素関係、

炭素中立社会、カーボンニュートラルに向けた規制が始まっていくということを見ながら、

わが国の決済系のインフラのようなものもしっかりと刷新していくという大きな線表の中

で、次の 15 ページを御覧ください。最終的に産業戦略としてしっかり具体化する意義は、

金指課長からも御発言いただきましたが、デジタルインフラとして担い手、ルール、ハード、

あるいはその半導体などからソフトまで至る 3 層構造というような社会インフラ、デジタ

ル社会におけるインフラというものを、まずしっかり日本で先途的なビジョンと整備を進

めながら、なかなか日本はソフト中心で遅いのではないかという話もありましたが、他方で

インフラ整備の突進力をしっかり生かして、産業戦略という形に着弾していきたいと思っ

ています。 

 以上が産業戦略の話です。 

 では、そのような中でどのようなモデル分野に取り組んでいけば今のような話が具体化

するのかというところで、17 ページを御覧ください。ざっと事務局のほうで、環境問題、

あるいはそういうレギュレーションに関係するようなシナリオをざっと並べて枠をはめて

みたところ、大別して都市生活と企業活動、経済活動をどう足し算すると、合致させるとい

いのかという観点で、色んなユースケースを概観、カテゴリー化したものです。すると、次
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の①、②、③、④の課題軸になるのではないかということで、その①から④について、次の

ページを使いながら進めていきたいと思います。 

 18 ページはまず一つ目のトレーサビリティです。トレーサビリティに関しては、村上統

括官の資料にもございましたが、ここではもともと原産地証明あるいは化学物質のレギュ

レーションにより工業製品はリストリクションを受けるという話から、今後あらゆる生活

に関わるもの、モノやサービスに関しても、同じようにトレーサビリティが追われるような

社会になります。取引した事後にデータを共有する、あるいは納品した後にデータを求める

ものではなくて、事前の契約のフェーズからしっかりそこを説明していくということにな

ると、GHGや調達先、あるいは再生、再利用率、不具合の早期発見、製品の真贋性のような

もの、これらはいわゆるトレーサビリティという中でデータが先んじてというところの一

つのカテゴリーかと思っています。 

 それから二つ目です。19 ページを御覧ください。今度は開発製造の効率化です。今まで

のエンジニアリングは、これまでは縦割りにそれぞれ会計システム、財務会計システム、例

えば計画系のシステムなど、エンジニアリングの対象として縦割りで来たところです。IT、

OT などと名前を分けていたところも一つの典型ではないかと思いますが、このようなもの

をどんどん効率化していく、あるいは活性化させる中で、データ中心にものを考えたときに、

これまでのシステムの作り方、あるいは効率でいいのか、より一層の品質向上と生産性が求

められる中で、設計開発の迅速化、効率化、あるいはその際に用いるデジタルツインのあり

様、それからその予実を契約や出来高ではなく、生産の品質などにも及ぶのではないかとい

うのが二つ目です。 

 次の 20ページを御覧ください。このように、モノが変わってくると、今度はモノの取引

と移動がどのように動いていくのか、そのダイナミズムとしてサプライチェーンの強靭化

や最適化を考えるべきではないかというところで、クリアランスからその在庫などの可視

化など、モノが動いて今までは納品を中心に動いていたものが、事前のデータで動くことに

よって、どのような需要予測、あるいはプライシングへの影響なども含めてあるのではない

かというのが、三つ目のカテゴリーです。 

 それから、次の 21ページが四つ目です。先ほど話したとおり、納品書中心の経済的な取

引が、今度はその契約決済、あるいは受発注という上流から、川上から川下までのデータが

一気通貫になるときに、どのようなモビリティ社会のものがどのように変わっていくのか

というところも、一つの論点としてあるのではないかと思います。その先のページをもう少

し具体化したところが次の 22ページです。 

 フィジカル空間に今の①から④の 4領域の活動をプロットしていくと、モノそのもの、あ

るいはモノの移動、あるいはそれに付随する計画系のデータ、実績系のデータ、財務・決済、

フィジカル空間で動くところが企業間取引のデータ収集に相当し、上の部分は、そのデータ

を利活用する場として、トレーサビリティから 4領域の具体的な内容としてあります。この

上下の連携の中で、新しい具体的なトピック、あるいは取り組むべき分野を議論、意見いた
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だければと思っています。 

 その際に、次のページでアーキテクチャの論点として幾つかポイントアウトしています。

24 ページを御覧ください。ここで皆さんの危機感や必要性で、どのようなところを注意す

るのかというのは、例えば最も上のビジネス面のところでは民間だけではなかなか個社で

は難しいところでは、どのような機能に注力するのかということになりますが、とはいえ、

そのときにしっかり連携先の身元を保証、当人性の確認という認定、認証の仕組みのような

ものもまた必要ではないか、その中でデジタルデータの保護やガバナンスの仕組みも必要

ですし、そのようなことを考えたときに、下のシステム面で、真ん中にある組織やモノを一

時的に示すような ID、インジケーターをどうするのかというようなことが典型としてある

中で、デジタル化にどのようなアーキテクチャから取り組むのかということの論点を示し

ています。それを少しまとめた論点としての案が、次の 25ページです。 

 一応私たちのほうで、このような①から⑧として、一つ目、機能、二つ目、認定・認証の

仕組み、三つ目、ガバナンス、4、5で共通的なライブラリ、IDなどの中で普及、策定、そ

のようなエンフォースメントも考えながら、6、7 で識別子のモデル、データモデルの形を

とっていきながら、いわゆる狭い意味でのデータ連携方式、コネクタという概念実装をしっ

かりしていくということかと思っています。 

 私からの説明をまとめますと、26 ページの再掲というところです。本日は、立て付けの

後に、まず産業戦略としてどのような方向性なのか、そこに関するスピード感、タイムスケ

ール感、いつまでにどのような準備が必要、あるいは待ったなしなのかというようなコメン

トをいただいた後に、二つ目としてどのようなモデル分野、特に皆さんが関わっておられる

分野で特に加重すべき分野があれば、コメントいただきたいです。それから三つ目は、その

際に、もし追加であるようであれば、このような識別子、データモデルが重要ではないかと

いうところをコメントいただき、本日の議論の中心にしていただければ、当事務局として幸

いです。ありがとうございました。 

 

○事務局 清水 

ありがとうございます。それでは、和泉室長より説明のあった内容について、委員の皆さ

まに自由討議をお願いします。私のほうから指名し、順番に発言をお願いします。御発言さ

れる際には、ミュートを解除していただき、御発言が終了されましたら再度ミュートにして

いただきますよう御協力をお願いします。 

 それでは、御欠席の加藤委員のコメントを事務局より代読し、その後、順番に指名します。 

 まず、御欠席の加藤委員のコメントです。 

 欧州で自動車用電池規則 CATENA-Xの活動が活発化する中、本検討会の設立は意義深いと

思います。一方、残された時間は少ないとも認識しています。デンソーとして、アーキテク

チャ構築とアプリケーションの標準化の両方に参画し、日本の産業競争力強化に微力なが

ら貢献したいと考えます。 
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以上となります。 

それでは、山本委員、お願いします。 

 

○山本委員 

あらためまして、自動車工業会を代表して今日は参加をしています。トヨタ自動車で情報

関係、コネクティッド関係を担当しています。 

 全体の御説明、大変ありがとうございました。非常に広範囲で、しかも内容がとても細か

くかつ丁寧に整理されていて、どのようなところを狙ってこれをやっていこうかというお

考えは、よく理解できました。 

 その上で、もちろんこのようなことをやっていくことは大賛成ですし、自動車業界として

どこに貢献できるか、自動車業界の中でも車がつながる化されて、車からデータがどんどん

収集できるような社会になりました。このデータの価値をいかに高めるかというのは、業界

の中だけではもちろんできません。業界の枠組みを超えて、多くの方々と議論するのは、大

変有益だと思っています。 

 ただ、少し誤解を恐れずに言うと、最後、17 ページで御説明いただいた①から④のユー

スケースを四つに分類して取り組むという考え方、その趣旨は大変分かるものの、多分これ

だけのことを一度にできるかなという根性なしの意見しか出ませんが、少し不安がありま

す。それでなくても、日本の産業全体で見ますと、やはりカーボンニュートラルに対してい

かに他国からしっかり考え方やさまざまな施策、もしくは産業界そのものの力も高めてい

くかが問われている状況です。残念ながら自動車工業会もカーボンニュートラルをやって

いきますと宣言をしていますが、政府の機関の方々とペースメーカーとして自動車業界は

協力する、もしくはペースメーカーになれるような形で尽力してまいりますが、ただ、その

カーボンニュートラルですら答えが出ていません。ですから、業界をまたいだ企業間の情報

で、本当に共有し合って利活用できる。その一つの大きな成果として、カーボンニュートラ

ルに対する進捗なり、もしくはカーボンニュートラルそのものの状態の見える化とか、見え

る化をするために必要な情報基盤とか、そのようなところにまずはフォーカスしてもいい

のではないかと思います。 

 CATENA-Xの動きが始まっていますが、その中で、電池そのものの、電池 3Rのようなもの

を日本国内でしっかりやり遂げるために必要な情報基盤はどうあるべきか、ということを、

自動車工業会の中でまずはやってみようという話で検討が始まっています。ただ、それはあ

くまでも電池です。 

 産業界全体もしくは日本を支えるものづくりそのものを見たときに、カーボンニュート

ラルとしてどのような情報を集めて、どのような情報を共有して、どのような情報を分析し

て、それで実社会にフィードバックしないといけないかという全体像が、やはり業界の中だ

けではどうしても取れません。もちろん物流も関わってきますし、小売りみたいなものもあ

りますし、エネルギーそのものもありますから、繰り返しになりますが、少しカーボンニュ
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ートラルのようなところに注目した取り組みを組み立ててもよいのではないかと、お話を

お聞きして思いました。 

 

○事務局 清水  

ありがとうございます。次に山下委員、お願いします。 

 

○山下委員 

説明をありがとうございました。非常に多岐に渡る領域をしっかりと説明いただきまし

た。あらためて理解が深まりました。 

 今回、私は三菱 UFJフィナンシャル・グループで国内決済の領域を担当していますが、そ

の立場からしっかり貢献していきたいと思います。 

 私も 17ページを少し見ながら話しをさせていただきますが、先ほどどのような領域にど

のような優先順位でフォーカスしていくべきか、というところも論点の一つだと伺いまし

た。金融機関としてお客さまと議論をしている内容なども踏まえて話をします。 

①から④の全てが重要な論点だとは思いますが、先ほど山本委員からもお話がございまし

たとおり、①のトレーサビリティのところは、まさに地球環境などを考えたときに待ったな

しの議論だと思っています。一方、難易度で言いますと、実はこの④の領域が非常に難易度

の高い領域だと日々感じています。この辺りの領域で、中小企業様の DXをどのように並行

して進めていくかということは、本件にとって非常に重要な論点だと思います。まだまだ中

小企業の皆さまは、FAXでのやりとり、紙でのやりとりが非常に多い中で、中小企業の皆さ

まと一緒になって進めていかないと、サプライチェーンにおける特に③のような領域は、な

かなか完結していかないと感じているところです。 

 そういう意味では、優先度としては、やはりトレーサビリティのところが非常に高いと思

いながらも、この次に②や③の領域をやっていくためにも、④において、特にターゲットと

して中小企業様への御支援をどのようにやっていくのかを考えることも、この検討会にお

いて非常に重要なテーマではないかと思っているところです。 

 ③については、ここにいらっしゃる方々は多く御存知でいらっしゃいますが、大企業を中

心にかなり個別の取組みが進み始めていることも事実だと思います。海外の事例もそうで

すが、国内においても、クラウドベースでサプライチェーン情報を入れて、AI を用いた需

要予測に基づいた自動発注をかけ、また配送ルートなどについても、最適ルートを毎回決め

るような取り組みも始まりつつあります。このように、③などは一部民間が先行しているか

もしれません。その中で、官民しっかり連携してやっていくトレーサビリティの部分に加え、

中小企業様ともしっかり一緒に進めていくという意味では、④の領域も非常に重要な部分

ではないかと私は考えています。 
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○事務局 清水 

 ありがとうございます。続いて、三谷委員、お願いいたします。 

 

○三谷委員 

エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所の三谷です。 

 資料の御説明、ありがとうございました。大変興味のある、とても納得性のある資料だっ

たと思っています。 

 コンサルをしていますので、やはりそのようなことを考えてしまうのかもしれませんが、

最初のこの産業戦略の方向性はとても重要ではないかと思いました。少しいただいた資料

を見ながら考えたことをお話したいと思います。 

 私は今回のビジョンでは、「これからの企業においては、迅速な変化を可能とするような

俊敏性とかアジリティーが価値の源泉になる」というような話を前面に出したほうがいい

のではないかと、この資料を見ながら思いました。御案内のとおりなのですが、今までの日

本企業というのは、資料にもありましたとおり、高品質で廉価なコスパのいいものづくりを

目指すための、「効率化」というものが価値の源泉だったのは間違いないと思います。その

ために、他者との関係、企業間というものは割と固定的で、クローズドで、中長期の強固な

連携関係を取っていました。それによって、セレクティブなメンバーによって高い品質を目

指すということをやってきたのだと思います。 

 それから、企業の中では、終身雇用とか年功序列のようなことを前提とした人材の固定化

を指向したということも、これはとても合理的で、強力なエンゲージメントを得るためにや

っていたことです。そのために、高度成長期において世界トップクラスの競争力を取得して

きたという流れかと思います。私は、デジタルをやっているので、そのような見方をしてし

まうのですが、実は、個人的には、この方向性というのは社会全体としてのデジタル推進に

対しては、あまり相性がよくなかったのではないかと思っています。一つは、固定的でクロ

ーズな他者との連携関係を指向すると、やはり個々の企業や部署ごとに独自のプロセスと

かインターフェースが多く作られてしまうということになります。EDIがなかなかうまくい

かなかったのは、そこにあるでしょう。 

 付け加えるなら、そのバラバラのインターフェースやプロセスを持っているがゆえに、企

業の特定機能を外部化するような産業が育ちませんでした。アウトソーシング産業がそう

なのですが、そこがあまり、海外に比べて育たなかったということも、この理由からではな

いかと思っています。よく言われるプラットフォームビジネスが出てこなかったのも、その

ような理由ではないかと個人的には思っています。 

 もう一つ、人材の固定化によっては、よく中小企業などで言われるとおり、属人性の高い

独自のプロセスが前提になってくるようなビジネスになってしまっているということが、

あります。個々人の中にビジネスのナレッジとかノウハウが蓄積されてしまっているがゆ

えに、デジタル化がなかなかできないという流れができているのかと思いますし、暗黙知化
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しているわけですからデジタル化がしづらいというのがあると思います。それから、その人

がずっと企業内にいるので、全然問題は起きません。形式化するようなインセンティブが全

く弱いというのも、デジタル化を阻害してきた要因ではないかと思っています。 

 さらに、人材移動が少ないことは、プロセスとかインターフェースの標準化に対して後ろ

向きであるということもあります。だから、今の課題が出てきた背景というのは、割と合理

的だということを思ったりしています。 

 この中で、情報システム化をどんどん進めると何が起こるかというと、現状の関係性とか

プロセスのままでデジタル化をすることを延々とやっているということが、今の状況かな

と思っています。経済産業省の DXレポートにあるレガシー化のような話は、そこに近いの

ではないかと思っています。 

 翻って、最近は、本当にこれは言うまでもありませんが、コロナ禍、今年はロシアのウク

ライナ侵攻が起こり、そのようなことを見てお分かりのとおり、不確実性が高くなってきて、

変化の激しい経営環境というのは、多分これからも延々と続いていくのではないかと思っ

ています。これからの企業においては、その変化を感知して、状況に合わせてダイナミック

に変革し続けるというようなことをやっていかないと、生きていけないというのは間違い

ないかと思います。最初にお話したとおり、俊敏性、アジリティーのようなものが価値の源

泉になるようなシナリオが必要になってくるということかと思います。 

 繰り返しになりますが、固定的で、クローズドで、他者との連携関係が強固な状況とか、

属人性の高いプロセスを持つということは、俊敏性を得ることへの、かなり大きなハードル

になることは間違いなく、まさに今回の連携基盤のようなことの構築を通じて俊敏性を確

保するということをビジョンに置いたらどうかと思った次第です。 

 

○事務局 清水 

ありがとうございました。次に、政清委員、お願いします。 

 

○政清委員 

 日新シャーリングの政清です。発言する前に、弊社は社名からどのような業種、業態かが

分かりにくいと思いますので、あえて御紹介させて頂きますと、建築部品の加工を、鉄板か

ら切り出して販売を行っている業種です。分類としては鉄鋼業界、建築業界から参加させて

いただきました。弊社の事業規模としては中小企業の位置です。したがって、圧倒的多数の

プレーヤーの立場から発言したいと考えています。あえて目線を下げた発言をしたいとも

思います。 

 12 ページ目の産業戦略の方向性で気になりました部分が、サプライチェーンの川上企業

ほど大きな負担となるという文章です。私たち中小企業は、サイバーでもフィジカルでも弱

者だと思います。ある程度各社、デジタルには興味を持って、意欲を持って取り組んではい

るものの、社内に IT人材がほとんどいないと思います。したがって、このような部分では、
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最初から入り口に立ちづらい面もあると認識しています。まずはどの企業規模に対しても

分かりやすさというのが非常に重要ではないかと思います。 

 例えば、スマートフォンなどが登場しまして、今は当たり前のツールとして使っているわ

けですが、これは感覚的に使えるような部分が有るからこそ、老若男女非常に使いやすいツ

ールになっていると思います。今回のデジタル連携議論とは違うお話かもしれませんが、例

えたような使いやすさというのも大事な要素だと思います。 

 他に例えを挙げますと、各省庁で作っていただいています事業に対する補助金なども、私

も日頃より自分で申請業務に携わっていますので感じている部分ですが、電子申請システ

ム jGrantsがリリースされ、入り口のシステム化がなされた結果、補助金の立て付けが分か

りやすくなったと思います。しかし、これを弊社の普段システムにタッチしていない社員に

見せたところ、扱うのが途端に気おくれしてしまうといった部分があります。それは補助金

の内容が変更されているのにページの更新が追い付いていなかったり、システムの操作方

法が変更されていても取扱書がタイムリーにブラッシュアップされていなかったりする事

などに起因していると思われます。あらためて申し上げると、システムはタイムリーにブラ

ッシュアップし、システム管理者が常により良く作り変えていくことが重要ではないかと、

中小企業の立場からは思います。 

 もう一つ、17 ページに先行して取り組むべきモデル分野の設定がされていて、皆さん発

言されていましたが、私も一つ、カテゴリーを細分化していただければと考えています。弊

社はこれまで受発注デジタル化の業種別のワーキンググループなどに参加し、特に受発注

についてデジタル化するための課題について話し合いに参加してきた企業の一つです。そ

の立場から発言させていただきますと、先行して取り組んで行こうとしている項目の中に

文言として受発注という言葉が載っていないのが気になっています。私たち中小企業の毎

日の商売、いわゆる商いは、まずは売り上げを立てないと会社の経営がなりたたないという

規模が最も多いのではないかと思います。もちろんトレーサビリティやサプライチェーン、

開発の製造の効率化というところは、各社、全社にとって大事な部分でありますものの、入

り口として基本となる受発注の部分については、文言として触れていただいたほうが、私た

ち、最も多いプレーヤーの中小企業としては、取り組みやすいはずではないかと感じました。 

 

○事務局 清水 

ありがとうございました。次に堀委員、お願いします。 

 

○堀委員 

 堀です。お話、ありがとうございました。本検討会に参加し、整理していただいていると

ころを大変よく理解いたしました。 

 産業戦略の方向性については、異存がないところではございますが、タイムラインとして

も非常に近接した、2023 年度中に何か実行していくことも含めて視野に入れられていると
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いうことだとすると、かなり喫緊の課題になっているのかと承知しています。 

 私自身、FinTechの観点から、決済の高度化などこれまでさまざまな FinTechの側面につ

いてお手伝いをしてきたということと、規制改革推進会議のワーキング委員や各社の社外

役員などを通じてこの DX化などに取り組んできたわけですが、過去様々に構想していただ

いている中で、少しずつ進めてこられていたと承知しているものの、なかなか大きな流れと

して DXが進み切っていません。商流・金流の DXもそうですし、決済高度化もそうですし、

こういったところが非常に大きな課題だと思っています。 

 何が問題なのかというと、各社やっていますということはあるのかもしれませんが、連携

することが非常に大事で、国全体で取り組んでいくことが大事だということは、皆さん共通

してお話しするところかと思っています。しかし、個々のシステムやインフラがまだまちま

ちになっている、データがあるけれども使われていないというものが非常に多いという現

状かと思っています。これはシステムの問題もあるのかと思っているのですが、一方で、利

用する利用企業の側の参加が増えないとなかなか進まないところもございます。 

 産業データや企業間取引が今日の主眼だと思っていますが、そうした利用企業の側から

見ますと、データを渡すことについては非常に抵抗もある中で、企業秘密に当たるようなも

の、原価情報はないか、取引先情報、財務情報というものもデータとして渡すということは、

まず渡せるだけのプラットフォームなのかどうか、トラストの問題が記載されていました

が、非常に大事であることと加えまして、トラストを担保した上でもなおそれをデータとし

て渡されるというメリットが感じられないとすると、なかなか取組が進まないと思ってい

ます。一部企業の側では、取引決済、自社の都合で効率化していくという観点から、さまざ

まなインフラが出てきています。インボイスと連携するような仕組みや、取引決済に関して

管理するということは、幾つかのベンダーから提供されていると思いますが、各社の悩みと

対応するような形で各企業は囲い込みをしているという現状だと思います。 

 共通して提供されているシステムに関しましては、全銀 EDI と中小企業共通 EDI などが

存在していると思いますが、まだまだそこまで大きくこちらは進んでいないと思っていま

す。これはまたなぜなのかということも、もし分析があるようであれば伺いたいと思ってい

ますが、つまり、非常に多くの御議論をいただいてシステムを作られて、全銀 EDIも中小企

業共通 EDI も非常に期待された仕組みだと思うのですが、それとは別のものを作りますと

いう話になっていないか、なっているならば、既存のものがなぜ難しく、今回のものはなぜ

成功するのかということも含めて、少し分析もした上で作られるということが必須なのだ

ろうと思います。 

 そして、メリットの点ですが、この幾つかの分野、①②③④について先行することについ

ては、非常に喫緊の課題を抱えている分野だと思いますし、異論はありませんが、そこでテ

ーマとして挙げられているものが、データを共通にし、連携していきますというときに、ど

のようなメリットがあるのかということをもう少し掲げるといいのではないかと思ってい

ます。 
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 例えば、③として挙げていただいている部分で、物流などの観点から共通してデータを連

携していきますと言ったときに、規制改革のところでも議論になっていたような許認可の

仕組みや、物流制度において何かダイナミック・プライシングであるとか、既存のものでは

できなかったものがこのデータ連携の仕組みに乗せるとできるようになると、これは規制

上も優遇されるぞということがはっきりされる場合には、皆さんがメリットを感じやすい

のではないかと思ったりしています。経済的なメリットがありますというのは分かりやす

く、税務上優遇しますとかは分かりやすいメリットだと思いますし、それは望ましいと思う

のですが、それが難しいとしても、既存の実務では規制上できなかったことも、このような

データを共通化することによって緩和されるというようなメリットがあるとすれば、皆さ

んがデータを乗せやすくなるというような効果もあるのではないかと思っています。 

 そのような、①②③④それぞれについて、各企業が乗りやすい、乗る必要性があると思わ

せる仕掛けのようなものが一つあると、これまでなかなか進まなかったものも進み始める

こともあるのかなと思いました。 

 

○事務局 清水 

 ありがとうございました。続いて中林委員、お願いします。 

 

○中林委員 

 ヤマト運輸、中林です。よろしくお願いします。 

 今お話にあったように、物流企業としてサプライチェーン全体でどうかかっていくかと

いう観点と、私自身がグループ全体の、データプラットフォームのアーキテクチャのデザイ

ンと実装、活用を担っています。そのような観点から意見をさせていただきます。また、デ

ータ・サイエンティスト協会の理事と、筑波大学で客員教授をやっていまして、先ほども少

しありましたが、人材育成もとても重要なテーマだと思います。そのような観点からも発言

したいと思います。あと、この取組に関しては、前段の契約・決済アーキテクチャ検討会の

委員でもありました。その文脈でも意見をさせていただきたいと思います。 

 まず、戦略の課題感のところですが、先ほどもあったように、私たちも足元を見ながら話

をすると、サイバー空間とフィジカルで連携すればいいではないかと、一言で済まされてい

ると思うのですが、例えば私たちは 1 年間に 22 億 7000 万個運んでいて、その一個一個が

どこでどのように動いているかということは、デジタル接点が少なすぎて、実は全然データ

が取れていません。また、社員 22万人と車を 5万台持っているのですが、そのリソースも

どのように動いているか、フィジカル上でどのようになっているか全然見えないところで、

サイバー空間上にどのようにデジタルツインを作っていくのかというところをとても悩ん

でいます。先ほどもありましたが、個社の中でどのようにデータを整備して、どのように使

っていくかというところがまだまだできていない企業が多いと思う中で、ではどのように

連携するかという前段のところをもっと手当てすべきではないかというところは、一事業
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会社として思ったところです。個社のプラットフォームすらないところが連携するプラッ

トフォームのどのように乗っかっていけばいいかというところが一つあります。 

 さらに、そもそも仕組みを作る人材も足りてないですし、作った仕組みを活用する人材も

まだまだ足りていないというのもあります。まずやはりアーキテクチャを実装するエンジ

ニア人材もどう確保していって、ここで議論されているものをどのようにして実際に実装

していくかというところが一つと、実装されたところをビジネスサイドが使いこなして価

値を作っていくことも重要だと思いますが、残念ながら、日本企業の多くの人たちの、その

辺りの成熟度がまだまだ低く、そこの底上げも考えるべきと、戦略を見ながら思った課題感

です。 

 ユースケースに関してですが、先ほどから GHGというキーワードがあったと思いますが、

私も①からスタートするのがいいのではないかと思います。幾つか理由がありますが、私た

ち自身がまだまだグループ内の GHG を可視化することができていません。それに着手して

いますが、その中でやはり実際にやりやすいところもあって、今まで何もなかった仕組みな

のでゼロベースで作り込みます。さまざまな仕掛けが、サプライチェーンの中の、GHG排出

の可視化の中で作っていけるというところはしがらみがないということが一つです。この

GHG排出量の可視化というところは、実は CO2とか GHGだけではなく、モノも流れとかお金

の流れがかなりデータとして取れてきます。①をすると実は③もかなりの部分ができるの

ではないかというところと、④のところも少し実装できるのではないかということがあり

ます。①から入っていくのがいいのではないかと考えています。 

 

○事務局 清水 

 ありがとうございました。続いて坂下委員、お願いします。 

 

○坂下委員 

 こんにちは、坂下です。 

 サプライチェーンというのは大企業だけではなくて中小企業もたくさん入っています。

生産性の向上が議論になったときに、大企業に集約すればいいという意見もあります。しか

し、企業というのは、生態系を作っていますから、中小企業がなくなったら大企業もなくな

ってしまうと私は思います。ですから、今回のこの取り組みというのは、川上から川下まで、

全体にスコープを当て進めるべきものでしょう。全ての企業がやっているものの一つが受

発注だと思います。従来は、EDI という仕組みを用い、「同じ伝票を使う」ということをや

っていましたが、今回のこの提案は、データというもので連携しろと言っています。ですか

ら、そのようなもので実際にプラットフォームを作っていって、皆が参加できるようなこと

が可能かどうかということを検証していくことが大事だと思います。 

 また、先ほど堀先生が話していたように、「信頼」というのはとても大事です。経済学の

視点でいくと、プロセスと主体と制度の三つの観点で整理をしつつ、プリンシプル（原則）
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を作るということを進めていくといいのではないかと思いました。 

 

○事務局 清水 

 ありがとうございました。続いて越塚委員、よろしくお願いします。 

 

○越塚委員 

 説明をありがとうございました。素晴らしい御趣旨だったと思います。それで、26 ペー

ジに論点ということで出していただいておりますが、まず方向性に関してですが、データ流

通とかデータ共有とか、そのようなことの取り組みは政府の中でもたくさんありまして、こ

れ以外でもさまざまなところでやっています。大体前段のコンセプトのところまではいく

のですが、アーキテクチャとかその辺になると、受託企業さんに丸投げしてしまうようなこ

とが多いような感じがします。ここでは、データ流通のアーキテクチャをきちんと考えてい

こうという意欲が非常にくみ取れて、そのような意味では、政府の中でそのようなことをし

ていただけるのはここぐらいなのかと思っています。大変期待して、私も楽しみにしていま

す。 

 少し欧州をどう考えるかなのですが、確かに進んでいるのですが、最近どんどん複雑化し

ていて、GAIA-X が全部のアンブレラになるのかと思ったら、データスペースビジネスアラ

イアンスが出て、さらにデータスペースサポートセンターが出てきて、かなりぐちゃぐちゃ

な状況になっているということも事実です。そのようなことも少し横目で見ながら、日本の

中でも考えるといいのではないかと思いました。 

 あと、先ほどの 26ページの②のモデル分野について、今日もさまざまなお話がありまし

たが、ぜひ、聞いて、どのようなところから開始するのが有効か、どのようなやり方がいい

かということを勉強したいと思います。 

 また、③のところでアーキテクチャをどうするかですが、ここに関しては、その前の 25

ページ目のところでだいぶ論点があって、私はここで重要だと思うのは、制度というところ

です。ビジネス、サービス、アプリケーションの話からデータ基盤になると、すぐにディテ

ールにいってしまって、コネクタがどうのとか、データフォーマットがどうのとか、ID が

どうのというところにいってしまいます。それはそれで確かに重要ですし、そこまでいかな

いといけないのですがその前に、実はこの②で認定、認証するということは、標準化が必要

なわけですが、標準化団体である SDO(Standardizing body)はどうするのかとか、ルールは

決めて、どこでどのようにするのか、そもそも標準化をするのかしないのか、ヨーロッパで

も多分、IDSA(International Data Spaces Association)は標準化していますが、GAIA-Xは

標準化はやらないと言っています。FIWARE（Future Internet WARE：次世代インターネット

基盤ソフトウェア）は標準化をやらないで実装だけをするとか、特色がある中で、ここでは

最後に標準化するのかしないのか、するなら SDOをどのようにするのか、コンフォーマンス

の認定をどのようにするとか、IDの発行主体とか、CA(Certificate Authority)局の設立を



22 

どうするのかとか、結構そのような体制的な部分があります。真ん中であるその部分が抜け

落ちがちというか、最後にそこが決まらないで終わるようなことが多いのですが、そこがと

ても重要だと思います。 

 日本の場合、欧州よりも多分既存のデータを集めて何かやっていこうということのボト

ムアップでしている例は、ただ連携していないというだけで、日本のほうがむしろ多いので

はないかと思います。そのような既存の取り組みとの整合もうまく考えていかないと、今ま

でやってきた人たちがやる気をなくしてしまうため、既存の取り組みとの整合も重要だと

思います。あとは、国際連携です。コロナが終わり、ヨーロッパからどんどん今、攻勢をか

けていると言い方もできますが、連携がもう一回始まったというところもあります。もしか

したら、連携することで省力化できるところもあると思います。不要なところをあえて変え

ることはなかったり、同じにしていったりすることで、お互いに win-winになれることもあ

ります。そのような国際連携などもこのアーキテクチャの中でしっかり考えていくことが

重要だと思います。 

 

○事務局 清水 

ありがとうございました。次に加藤委員、お願いします。 

 

○加藤委員 

 よろしくお願いします。キャディの加藤です。キャディは丸 5年の会社で、まさに製造業

におけるサプライチェーンのフラット化、ここで言うメッシュ化のリードをモノの観点、デ

ータの観点から行っている企業です。現在日本の製造業の加工業界における生産とか取引

規模においての最大規模です。 

 今回、具体的な提案というよりは、どちらかというと、製造業とかサプライチェーンとい

う観点から見た基幹点的なところになってしまいますが、二つくらい思ったところがあり

ます。 

 デジタル庁さんから御提示いただいた 3 ページで、まさにもともとの課題の大本のとこ

ろになるかと思いますが、私たちもまさにこれ自体をリードしているところがございまし

て、感じるところがあります。1点目は、左側のじり貧のところというのは、まさにそのと

おりだと思っています。私たちも製造業の中でこれまで数千社の企業と取引をしています

が、そこでどのようなことになるかと言いますと、基本的には既存サプライヤーを生かすに

はどのようにすればいいかということを、最初に必ず考えることになります。ただ、20 年

間で日本の製造業の GDP(国民総生産)は 6％下がっています。全体のパイ自体は下がってい

る中で、QCD(Quality Cost Delivery)がよりよいとか、安くてもっと品質がいいところがあ

ったとしても、結局まず既存サプライヤーを守らないといけないということで、既存サプラ

イヤーの比率を全体的に少しずつ下げながら、その中でどうにかするという感じで、合理的

な選択はできないということがあります。 
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 それでも中小企業は補助金がかなりばらまき的なところもあり、延命治療ができるので

なんとか生き延びていくということで、1社当たりの効率性は全然上がらず、全体としては

どうにか保っているという状態に見えます。ここは、言うは易し、で難しいのは大変理解し

ていますが、製造業においても、もっと集中的に伸ばしていく分野などをフォーカスして、

補助金を集中的に投下するとか、全体の活性化をしていく必要があると感じます。当社はベ

トナムとタイに法人があり、私は今、タイに出張中でしてベトナム・タイの活気との比較を

見ていくと、とても感じるところです。 

 それから 2点目です。右側のこのメッシュ化のところは、まさにキャディがフラット化と

呼んで実現しているような世界観に非常に近いのですが、先ほどの、既存を守るというとこ

ろに加えて、実は難しいのは、データの流通というのは、データの流通自体の取引のフォー

マットを決めるだけではなくて、もっと難しいのは、データそのもののフォーマットに非常

にばらつきがあることだと思っています。実際にどのようなことが起こるかというと、基本

的に製造業は図面を基にやりとりをしますが、その図面は基本的に暗黙知の塊であって、か

つ日本の図面はかなり不足しているデータが多く、この左側の構造の中で 30年間付き合っ

てきた縦の会社だけは分かるが、それ以外の新しい会社に出そうと思うと、一切伝わりませ

ん。実際にやってみると、価格がとても高くなるとか、品質不良が起きるということが起こ

ります。実際、私たちは取引コストが高いと言うが、探索ツールコスト、交渉する、すり合

わせをするコスト、監督をする、品質を管理するコストが極めて高く、結果的にまた、やは

りあの会社は駄目だといって既存のサプライチェーンの中に戻ってくるという、非常に硬

直的なものを構造的に強化してしまっている理由があると思っています。そうすると、いか

に図面の書き方や、そもそも品質の要件の定義の仕方など、そのようなことを決めていかな

いと、新しい会社に出すといってもそう簡単に進まないと思っています。 

 実は、弊社はアメリカへの進出などの検討を始めていますが、そのような海外の企業にお

いては、この暗黙知は完全に NGで、図面に書かれていないものは、ある意味良くも悪くも

やりません。日本においては、これを読み取るという技術、よしな力のようなものが彼ら職

人の美学とされているところがあります。そのような意味では、グローバルに進出するのに

もかなり大きな弊害にもなっています。私たちは、自分たちで業界ごとの品質基準や製造加

工標準のようなものを作って、そこに対して顧客のばらついている図面を変換、翻訳をして

いくシステムを含めて行っていっていますが、そのようなトップダウンで、データフォーマ

ットでやりましょうというところだけではなかなかインセンティブが働きづらく、いかに

データ自体のフォーマットを見直す過程にインセンティブを持たせていくかがとても重要

だと思っています。この 2点を感じた次第です。 

 

○事務局 清水 

 ありがとうございました。続いて、岡田委員、お願いします。 
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○岡田委員 

 御丁寧な御説明、ありがとうございます。 

 実は先週社内で少し議論した話があります。インダストリー4.0 とは何だったのだろうと

いう会話です。何だったのだというところの時点で、多分時代感が間違っているという気が

しています。ドイツが言っているそもそものインダストリー4.0は、中長期のロードマップ

に向けて議論しているという会話だと思います。ところが、私たち産業界含めて日本の中で

は、何かをすぐしなければいけない、すぐに産業が生まれる、そのような勢いで、ワッと走

ってしまいました、ということで、何だったのだという意味にもなるのだと思いました。 

 インダストリー4.0 の本質は、やはりアーキテクチャ設計にあって、RAMI4.0(Reference 

Architecture Model Industrie 4.0)というフレームワークが決まり、その上で管理シェル

の概念ができ、実装としては OPC-UA(Object Linking and Embedding for Process Control 

- Unified Architecture)を使うというアーキテクチャをしっかりして、これが生き残って

いるというのは、まさにここの基盤の上で、中長期でビジネスをしていこうという戦略がつ

ながっていると思います。今回アーキテクチャという概念でこのディスカッションをする

ということはとてもいいお話だと思いましたので今、少しコメントをしました。 

 その上で、フレームワークの議論ですが、先ほどから出ているとおり、欧州も幾つかのプ

ロジェクトが動き、議論されています。今回の話は、当然日本だけの話で閉じるわけではな

いと思います。国際化の中で何を私たちは見ていき、そこに対して不足感があるなり何なり

という発言をしていく発言力を強める活動を一緒にやっていかなければいけません。その

ためには、今日言っていた中でもユースケースはとても重要で、具体的なユースケースで私

たちはこのようにやりたいのだからこうだと言わない限りは、概念の遊びになってしまい

ます。そのようなことの議論が皆さんと一緒にできればと思います。 

 そのユースケースの中で、17 ページを見ながら山本さんが話していたようなカーボンニ

ュートラルは一つ大きなユースケースだと思いますが、ただ、これも先ほど中林さんが話し

たとおり、複数にまたがる領域で使われます。恐らくディメンジョンとしては、ここで挙が

っている①②③④とは、もう少し下の層でカーボンニュートラルを全て吸収するような、そ

こに全て、要はファイナンスデータと同じようにカーボンニュートラルのデータが使われ

ていくような概念になるのではないかと、私としては思っていまして、その辺を皆さんと検

討、議論できればありがたいと思います。 

 それから、ではどのようなユースケース、どのようなモデルだという話で、ここに挙がっ

ているものは全て合意します。ただ、もう一つお話すると、やはりエネルギーの取引です。

先ほど、サーキュラーエコノミーの話が出ていました。VPPのお話もあります。このような

ものは、今々起きているエネルギーの過不足だけではなく、やはり実行計画との関係、それ

から発電計画との関係などがあってサーキュラーエコノミーが実現できていきます。この

ようなものは、もう一つの素養ではないかと思っていました。 

 あともう一点、これは少し今回と関わらないのかもしれませんが、先ほどコメントしてい
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ただいた委員の方もいらっしゃいましたが、人材のデータです。これに関わる人材をどのよ

うに定義するのかという話が、フォーマットとしてはとても重要と思いました。 

 いずれにしても、このような形で議論できるということは本当に素晴らしいと思います。

ぜひこれからもよろしくお願いします。 

 

○事務局 清水 

 ありがとうございました。続いて、浦川委員、お願いします。 

 

○浦川委員 

 経団連で DXを推進しています、損保ジャパンの浦川です。取りまとめ、本当にありがと

うございます。非常に志の高い取りまとめで、ぜひ産業界としても一緒になって進めていき

たいと思っています。 

 事前に事務局の方にもお話したのですが、コメントをします。 

 先ほど越塚先生も触れられていたのですが、既にかなり類似した議論が政府などで進ん

でいると思います。内容的に重複感がある部分も垣間見られると思っています。代表的な例

が、内閣官房が進めている Trusted Web推進協議会でして、ここでは信頼あるインターネッ

ト技術の発展ということを主眼に、つい先日ホワイトペーパーのバージョン 2 を出してい

ますが、識別機能、信頼できるコミュニケーション機能、ダイナミックに相互認証する機能、

トレースする機能などということを具体的に機能定義して、ユースケースも幾つか予算化

して走らせたりしています。明らかに機能重複が幾つか見られると思っています。このよう

なところは、せっかく先行している議論があり、共用すべきだろうと思います。まさに越塚

先生がリードされている DSA(一般社団法人データ社会推進協議会)、DATA-EXで幅広に企業

の方々がここ 2 年ほど取り組まれて、データ連携の仕組みも相対取引型あるいはコンソー

シアム的に共有するとか、あるいは取引上として連携するとか、データ共有のパターンも非

常に分かりやすく整理し、機能展開をした上で、信頼できるデータ共有、取引の仕組みなど

も随分先行して、つい先日にホワイトペーパーがアップデートされました。このような流れ

をしっかり関係者から吸い上げて、ダブルエフォートのない格好で短期間でまとめられる

と、非常に実のある成果になるのではないかと思っています。私も Trusted Webなどは委員

として担っています。できるだけ協力をし、このテーマが推進され、具体的なユースケース

が動き出して、一体感のある形でグローバル標準に持ち上げられるように推進できればと

思っています。 

 

○事務局 清水 

ありがとうございました。最後に井原委員、お願いします。 

 

○井原委員 
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 井原でございます。私が何をやっているかというのが、多分皆さんお分かりにならないと

思いますが、協同組合セルコチェーンは、中小スーパーの集まりです。今 40チェーンくら

いが集まって、4000 億円ぐらいの売り上げですから、かなり小規模なスーパーが集まって

います。そのスーパーの共通の課題を解決しようというボランタリーチェーンを運用して

います。このような立場から見ると、今日の皆さんの議論というのは、かなり雲の上のよう

な議論のような気がしますが、ただ、包括的に時代のいわゆる動向を捉えて、恐らくこのよ

うになるだろうということで、それにどのようにして対応していこうかという、大変素晴ら

しく、私も随分、色んな整理ができました。ありがとうございます。 

 最も興味を持ったのは、いわゆるデータということです。このサイバー空間にあるデータ

を皆でどのように利活用して、新しい社会に資するものを作っていこうかということだと

思うのですが、確か堀さんが言われたように、データというのは、企業がなかなか出したが

らないということが一番大きな問題だと思っています。特に中小スーパーなどというのは、

絶対データは出したくないような人たちが多く、このデータを安全に提供できる、また、提

供したデータによって自分たちがメリットを得られるということが認識されるようなこと

が、このようなワークグループというか議論を通じて出てくるといいと思っています。25ペ

ージに具体的に書いてある認定・認証の制度とか手法の具体化、データガバナンスに関する

ルールの具体化、データ連携用の共通ライブラリの具体化、このようなことが具体的に何か

モデルケースができてくると、データを提供したことによってこれだけメリットがあると

いうようなことが分かることが必要だと思います。 

 もう一つは、22 ページのサイバー空間に置かれた、データの利活用のユースモデルがで

きるといいと思っています。それを、例えば受発注のようなもので考えたほうがいいのか、

それとも、スーパーですと、売り上げデータは毎日無限に入ってくるビッグデータの

POS(Point of Sale) データというものがあって、そこから見れば、需要予測もできるよう

なこともありますし、何かそのような具体的なモデルの中で使えるといいと思っています。 

 少なくともこれだけ IT技術が上がってきた世界で、そのプログラミングにしても、デー

タ連携にしても、非常にやりやすくなっている世界ですから、何かこのような研究会の活動

を通じて、一つ二つ具体的な姿が浮き上がってくると大変いいと思っています。 

 

○事務局 清水 

どうもありがとうございました。それでは、本日の議論を DADCセンター長の齊藤センタ

ー長にまとめてもらいます。お願いします。 

 

○ DADCセンター長 齊藤 

皆さん、今日はありがとうございました。大変貴重な、様々な御意見を頂き、非常に参考

になりました。 

最初加藤さんの話から始まって、カーボンニュートラルを中心にして、具体的に進めたら
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どうかという話がありました。基本的に非常に難しい内容です。あるテーマを絞らないと難

しいのではないかという中で、トレーサビリティというのがある意味で浮かび上がってき

たように思います。 

 それと合わせて、中小企業の DX、中小企業をいかに巻き込んでいくか、いかに簡単なも

のにしていくか、使えるようにしていくかというテーマも浮かび上がってきたように思い

ます。この中で、特に中小企業では受発注というところが非常に重要だということで、その

辺りも視野に入れながら、今回の資料の中の 13ページには受発注・請求データとあります。

表書きのほうにはあまりなかったため、少しコメントされたのかと思いますが、受発注のと

ころも含めて、やはり中小企業をどう取り込むかというのが一つの大きなテーマになった

と感じました。 

 あといろいろな意味で、データのガバナンスやトラストをするのはいいのですが、メリッ

トも感じないとそれはなかなか難しいという意見や、これまでやった、既存の失敗の例も分

析しながら、今回本当に成功させるために何をやっていくべきかということをきちんと検

討していかないといけないというコメントもありました。 

 個社のデータ整理はできているものの、やはりアーキ人材とか実際の社会実装後の具体

的な人材育成の底上げもやっていかないと難しいという話もあり、そのような意味でいう

と、人材育成も具体的なテーマで本検討会の中に含んでいかなければいけないというコメ

ントもありました。 

 また、後半で越塚さんからは、特にアーキテクチャを作るだけではなくて、やはり標準と

かルールを決めて、制度をきちんと決めていかないと駄目だという話と、既存の人たちが取

り組んでいる内容にやる気を起こさせるようなことも必要だし、国際連携なども重要だと

いうコメントもありました。 

 加藤さんからは、基本的には集中的に伸ばす分野を決めて、そこにお金も投下しながら作

り上げていくというような話が必要、特に現在、図面の書き方など暗黙知が多くて、なかな

か日本の中ではデータに置き換えられないようなものもあり、そのようなところの図面の

書き方、品質基準ということも決めていく、データフォーマットを固めていくような話、も

しなければいけないのではないかという話もありました。 

 また、岡田さんからは、今回進める中で、日本だけではないので、国際的にやはり発言力

を高めていくような活動も必要、具体的なユースケースでそれを実現したらいいのではな

いかという話と、エネルギーの取引とか人材データをどのように扱うのかという観点も整

理していったほうがいいという話もありました。 

 浦川さんからは、政府内で進んでいる Trusted Webのように、重複感のあるようなところ

もまとめていったほうがいい、余計な活動を別にするのではなく、一体感を持ってアーキテ

クチャ設定をしたほうがいいという話がありました。DSAなどとも連携しながらこれからや

っていく形で考えたいと思います。 

 最後に井原さんからは、データの利活用に対して、やはり企業が出したがらない部分もあ



28 

り、具体的にモデルケースを出して、メリットがあるところを明確にしながら、うまく形で

皆さんに理解してもらうことがいいのではないかという話もありました。 

 以上の話がこの検討会の中で多くありました。今回の皆さんのコメントを参考にしなが

ら、今回のアーキテクチャ設計に生かしていきたいと思います。 

 

○事務局 清水 

どうもありがとうございました。それでは、本日も大変多くの貴重な意見をいただきまし

てありがとうございました。いただいた御意見を踏まえて検討を深めていきたいと思いま

すので、今後ともよろしくお願いします。また、オンラインという状況で御議論いただき、

大変お手数をおかけしました。ありがとうございました。 

 今後は、第 2回検討会を 12月 13日に開催予定しており、本日頂いた御意見を踏まえ、ユ

ースケースも含めて将来ビジョンを具体化するとともに、論点の深掘りや、個別分野の方向

性について御議論いただければと考えております。 

 本日予定していた議事は、以上で全て終了となります。以上をもちまして本日の第 1回企

業間取引将来ビジョン検討会を終了いたします。 

 それでは、皆さまにおいては、本日は大変お忙しい中、貴重な御意見を多数頂き、ありが

とうございました。 

 

(了) 


